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そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそうは思わない そうは思わない 無回答

＜分析結果＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8.9% 28.3% 28.9% 31.5% 2.5%

6.6% 27.9% 30.5% 30.8% 4.1%

6.5% 26.1% 32.0% 32.5% 2.9%

7.6% 28.2% 33.1% 29.9% 1.3%

15.2% 31.1% 19.7% 32.5% 1.5%

全　　体

安全対策を
ひとつも知らない

安全対策を
1～2個知っている

安全対策を
3～4個知っている

安全対策を
5～6個知っている

認知度
高

認知度
低

再稼働の条件は整っている
安全対策

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8.9% 28.3% 28.9% 31.5% 2.5%

5.4% 29.7% 28.0% 31.5% 5.4%

7.2% 28.0% 33.5% 28.8% 2.5%

8.1% 28.7% 32.8% 29.2% 1.3%

13.7% 27.1% 22.7% 35.4% 1.1%

全　　体

安全対策を
ひとつも知らない

安全対策を
1～2個知っている

安全対策を
3～4個知っている

安全対策を
5～８個知っている

認知度
高

認知度
低

再稼働の条件は整っている
防災対策

　⑶県民意識調査

　　令和７年９月、県内に居住する18歳以上の男女を対象に郵送によるアンケートで意識調査を実
施し、柏崎刈羽原発の再稼働に関して、地域・年代・性別等の幅広い属性に応じた県民の多様な
意見を伺いました。
　　県内30市町村にお住いの計6,000人を対象とした本調査では3,360人から回答いただき（有効回収
率：56.0％）、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策・防災対策が県民に十分認知されていない状況
や、これらの対策に関する認知度が高い人の集団は、対策の実施状況や「再稼働の条件は現状で
整っている」という問いに肯定的な回答が多いという結果となりました。
　　これらの結果を踏まえ、知事は県民に対し、原子力発電に関する正確な情報の提供と安全対
策・防災対策の周知を継続して行うことで、再稼働に対する理解が拡がっていくものと判断しま
した。

　4. 国からの理解要請と知事の判断等

　⑴国からの理解要請

　　令和６年３月21日、知事が資源エネルギー庁長官と面談し、経済産業大臣からの文書により、
柏崎刈羽原発６号炉及び７号炉の再稼働へ向けた政府の方針について理解要請を受けました。

　⑵知事の判断・結論の表明

　　令和７年11月21日、知事は国からの理解要請について、原子力発電所の必要性等の県民理解の
促進や、施設の安全性の向上などに関し、国の対応を確認した上で、県は了解することとする判
断を表明しました。
　　また、この判断・結論に対する県民の意思を確認する方法については、この判断を行ったこと
及びこの判断に沿って、今後知事の職務を続けることについて、県議会の信任を得られるか又は
不信任とされるか判断を仰ぎたいとしました。
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柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の再稼働について（抜粋）

　判断・結論

　　令和６年３月21日付けの経済産業大臣からの東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」とい
う。）柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の再稼働の方針への理解要請については、以下に対する国の対
応を確認した上で、新潟県は了解することとする。

　国に対応を確認する７項目

①原子力発電の必要性と発電所の安全性について、これまで国等が行ってきた取組が県民に十分理解されてい
ないことから、今後も分かりやすい説明を丁寧に行い、県民に伝わるよう努めること。

②原子力発電所の安全性の向上に不断に取り組み、新たな知見が得られた場合には、速やかに安全性を再確認
すること。

③緊急時の対応について、住民が避難時の行動を理解し円滑・確実に避難できるよう、県及び市町村とともに
県民への周知・理解促進に努めること。また民間事業者と実動組織との連携を通常時から図ること。

④原子力関係閣僚会議で示された「避難路の整備促進」「除排雪体制の強化」「屋内退避施設の集中整備の促
進」について、迅速かつ集中的に整備すること。UPZ自治体による避難路整備要望に対し、早期に方針を決
定し、整備に取り組むこと。

⑤原子力発電所への武力攻撃等対策や使用済み核燃料の処分、原子力災害発生時の風評被害対策と十分な損害
賠償など多くの県民が懸念を抱いている課題に対し、国が責任をもって取り組むこと。

⑥東京電力の信頼性の確保に向け、内閣官房副長官をトップとする「監視強化チーム」を設置することが決定
されたが、実効性のある活動となるよう取り組み、その活動状況を県民に周知すること。

⑦原子力災害対策重点区域の一部にのみ電源立地地域対策交付金が交付されている不合理な現状を是正するた
め、電源三法交付金の見直しの検討を早期に進めること。

　意思の確認方法

　　この判断・結論に対する県民の意思を確認する方法については、先の県議会９月定例会において、知事が結
論について県議会に県民の意思を確認するならば、ともに県民の代表である県議会として議会の意思を示すこ
とが決議されたこと、また多くの市町村長からも指摘があったことを踏まえ、私としては、この判断を行った
こと及びこの判断に沿って今後知事の職務を続けることについて、県議会の信任を得られるか又は不信任とさ
れるのか判断を仰ぎたい。

　　県では、平成24年から令和７年２月までの約13年をかけて、福島第一原子力発電所事故の検証を行い、柏崎
刈羽原子力発電所の安全性等を詳細に確認するとともに、原子力災害時の具体的対応について市町村とともに
国と協議を重ねてきた。また、その間の取組状況や原子力発電に関する情報を随時県民に提供するとともに、
県民が原子力発電に向き合い、理解を深め、議論していただけるよう、避難時の渋滞調査など必要な調査やシ
ミュレーションを行い、それらを踏まえた県民の多様な意見を把握するなど、丁寧かつ慎重に取組を進めてき
た。

　　この夏に行った県民意識調査では、柏崎刈羽原子力発電所における安全対策・防災対策が県民に十分認知さ
れていない状況や、これらの対策に関する認知度が高くなるほど、再稼働に肯定的な意見が増える傾向が明ら
かとなった。また、20代、30代等の世代は、高齢層の世代と比較して再稼働に肯定的である傾向も明らかと
なった。

　　新潟県民にとって、柏崎刈羽原子力発電所とどう向き合うかは長年の大きな課題である。現時点では、柏崎
刈羽原子力発電所の再稼働については県民の中で賛否は分かれているものと思われるが、県民に対し、原子力
発電に関する正確な情報の提供と安全対策・防災対策の周知を継続して行うことで、再稼働に対する理解が拡
がっていくものと判断したところである。

　　再稼働に不安を感じる県民の思いを重く受け止めつつ、知事の職務を続けることについて県議会の信任が得
られたならば、立地地域、さらには県全体の経済社会の活性化とともに、県民の安全・安心の向上に最大限努
力してまいりたい。

　⑶県議会の附帯決議案の可決

　　令和７年12月22日、県議会が再稼働関連の補正予算の執行や県知事の職務を続けていくことに
ついて、「是」という意思を表明する旨の附帯決議を可決しました。
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

原子力発電の必要性と安全性に
ついての理解促進

東京電力とも連携しつつ、県民の理解が進むよう、わかりやすく丁寧
な情報発信に粘り強く取り組む。

原子力発電所の安全性の向上
への不断の取組

国から東京電力に対し、最新の知見の活用なども通じて、自律的か
つ継続的に改善に努め、安全性向上に不断に取り組むよう、しっかり
と指導する。

緊急時の対応についての理解
促進、民間事業者と実動組織と
の連携

県、関係市町村、関係省庁等が連携して、引き続き丁寧な説明な
ど地域住民への周知・理解促進や原子力防災体制の継続的な充実・
強化に取り組む。

避難路の整備促進、除排雪体
制の強化、屋内退避施設の集
中整備の促進に向けた取組

避難路の整備促進や除排雪体制の強化等に向けて、できる限り速や
かに整備を推進する。屋内退避施設は、当面５年で50箇所程度を目途
に、集中的に整備を進める。

原子力に係る諸課題への取組

今後とも、原子力に係る諸課題（テロ、武力攻撃への対応、核燃料
サイクルの確立、高レベル放射性廃棄物最終処分、万一の事故への
対処、原子力損害賠償）に対し、国が責任をもって取り組み、丁寧
に説明する。

東京電力の信頼性の確保に向
けた取組

政府に設置した監視強化チームにおいて、東京電力による発電所の
安定的な運営に資する取組の進捗状況について、監視を強化するよ
う取り組む。

電源三法交付金の見直しの検討
課題解決に必要な財源確保に向けた方策の検討・具体化を含め、地
域の持続的な発展に向けた取組を進めていくこととしており、今後、
検討を速やかに進める。

県が示した７項目の概要 国の回答要旨
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整備内容や進捗状況が、こちらから確認できます。
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dourokensetsu/gennsiryokuhinannseibi.html

年月日 内　容

Ｒ 6. 3.21 国から柏崎刈羽原発６号及び７号炉の再稼働の方針への理解要請を受ける

　　 7.15 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（長岡市等７会場、オンライン参加可）

　　 7.20 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（十日町市）

　　 7.21 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（小千谷市）

　　 7.27 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（見附市）

　　 7.28 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（上越市）

　　 8 .4 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（燕市）

　　 8.10 柏崎刈羽原発に係る国の取組の説明会を開催（出雲崎町）

Ｒ 7. 2.12 県技術委員会が、柏崎刈羽原発の安全対策の確認の報告書をとりまとめ

　　 5.16 柏崎刈羽原発での事故発生を想定した被ばく線量シミュレーションの結果を公表

　　 5.21 市町村長との意見交換を実施（十日町市長、魚沼市長、南魚沼市長、湯沢町長、津南町長）

　　 6. 1 国及び県の取組に関する県民説明会を開催（柏崎市）

　　 6. 7 国及び県の取組に関する県民説明会を開催（長岡市）

　　 6.29 公聴会を開催（対象地域：柏崎市及び刈羽村）

　　 7. 9 市町村長との意見交換を実施（長岡市長、柏崎市長、小千谷市長、見附市長、出雲崎町長、刈羽村長）

　　 7.17 市町村長との意見交換を実施（糸魚川市長、妙高市長、上越市長）

　　 7.18 市町村長との意見交換を実施（新潟市長、三条市長、加茂市長、燕市長、佐渡市長、弥彦村長、田上町長）

　　 7.27 公聴会を開催（対象地域：長岡市、見附市、小千谷市、出雲崎町、魚沼市、南魚沼市、湯沢町、十日町市及び津南町）

　　 8. 3 公聴会を開催（対象地域：上越市、妙高市及び糸魚川市）

　　 8. 7 市町村長との意見交換を実施（新発田市長、村上市長、五泉市長、阿賀野市長、胎内市長、聖籠町長、阿賀町長、関川村長、粟島浦村長）

　　 8.24 公聴会を開催（対象地域：新潟市、三条市、加茂市、燕市、弥彦村、田上町、佐渡市、五泉市及び阿賀町）

　　 8.31 公聴会を開催（対象地域：村上市、関川村、粟島浦村、新発田市、胎内市、阿賀野市及び聖籠町）

　　11. 6 県民意識調査の結果を公表（全県調査及び PAZ・UPZ9 市町村を対象とした追加調査）

　　11.11 県民意識調査の結果を公表（PAZ・UPZ地域を対象とした補足調査）

　　11.12 知事、柏崎市長及び刈羽村長の三者会談を実施

　　11.14 知事が柏崎刈羽原子力発電所を視察

　　11.18 知事が福島第一原子力発電所を視察

　　11.21 知事が再稼働についての判断・結論を表明

　　12.22 県議会が再稼働関連予算の附帯決議案を可決

　　12.23 知事が原子力規制庁長官と面談し、７項目の国の対応を確認

　　12.23 知事が経済産業大臣と面談し、７項目の国の対応を確認。国からの理解要請に了解する旨を伝達

　　12.23 知事が内閣総理大臣と面談し、国からの理解要請に了解した旨を伝達

　　12.23 東京電力に国からの理解要請について了解したことを伝達し、柏崎刈羽原発の安全最優先の取組を行動で示すよう求める

　　柏崎刈羽原発の再稼働問題にかかる主な対応（国からの理解要請後について記載）

柏崎刈羽原発の再稼働問題にかかる取組等については、こちらから確認できます。
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/genshiryoku/saikadoumonndai.html
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【令和７年度の原子力防災に係る主な取組】

　1. 柏崎刈羽地域の緊急時対応

　　令和７年６月27日、第13回原子力防災会議（議長：内閣総理大臣）が開催され「柏崎刈羽地域の緊急
時対応」が了承されました。
　　また、緊急時対応の内容を補完し、住民の理解を促進するため、一問一答形式のＱＡ集が全国で初め
て作成されました。

＜緊急時対応とは＞
　　原子力災害に備えた、国の対応や関係自治体が作成する避難計画（※）など、地域が一体となって取り組む対応を確
認し取りまとめたものです。各地域で行われる訓練結果等から得られる教訓事項を反映するなど、継続的な改善･見直
しが行われるものとなっています。

　　※原子力発電所の所在地域の自治体は、原子力災害に備えて防災基本計画等に基づき避難計画を作成しています。

　＜緊急時対応と関係するＱＡ集の例＞

　⑴豪雪との複合災害時における除雪体制

○豪雪など自然災害と原子力災害の複合災害が発生した場合は、自然災害に対応する「緊急災害
対策本部」等と原子力災害に対応する「原子力災害対策本部」の両本部が一元的に情報収集、
意思決定、指示・調整を行う連携体制を整え、複合災害発生時の体制を強化
○原子力災害時の避難経路の確保において、フィルタベントにより放射性物質の放出が予定され
ていて国が注意喚起を行うなど放射性物質の放出のおそれなどにより、道路管理者や民間事業
者による道路啓開等が困難となった場合は、実動組織（警察機関・消防機関・自衛隊）に対し
て、各機関の役割や特長を踏まえ調整の上、人命救助のための除雪作業、避難に係る支援（交
通規制等）を必要に応じて要請する。

（問）　豪雪と原子力災害が同時に起きた場合にはどのようにしたらよいのでしょうか。
（回答）自然災害と原子力災害との複合災害が発生した場合には、人命へのリスクが高い自然災害の

避難行動を優先してください。避難が必要な時には、避難先、避難経路等の調整を行い、関
係自治体等が避難開始のアナウンスをしますので、交通誘導にしたがって避難してくださ
い。

関係するＱＡの例（2.大雪等対応より抜粋）
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　⑵自然災害等（地震、津波等※１）により屋内退避が困難となる場合の基本フロー（UPZの場合）

○地震による家屋の倒壊等をはじめとする様々な理由により家屋における滞在が困難な場合に
は、安全確保のため市町にて開設する近隣の指定避難所等に避難を実施
○その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示がでている中で余震が発生し、家屋や既に避難し
ている近隣の指定避難所等への被害が更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場合には、
人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最優先することが重要。このことから、市
町にて開設するＵＰＺ内の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているＵＰＺ外の避難先
の準備が整い次第、関係自治体等の指示に従い避難を行う※２。
○なお、屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び新潟県等は、住民等の避難を安全かつ
円滑に実施するため、避難経路や避難手段、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時モニタ
リングの結果、気象情報、避難所の開設タイミング等について、確認・調整等を行う。

（問）　全面緊急事態において、ＵＰＺの住民にとっては、ＰＡＺの住民が避難している中で屋内
退避することは困難ではないでしょうか。

（回答）原子力発電所から比較的距離の離れたＵＰＺは、万が一放射性物質が放出されても放射線
の影響が距離により低減されており、避難が必要な状況ではなく、屋内退避が有効な防護
措置になります。自宅等で屋内退避が困難な方は、まずは近隣の指定避難所で屋内退避を
行ってください。

「柏崎刈羽地域の緊急時対応」とＱＡ集は、こちらから確認できます。
https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kyougikai/02_kashiwazaki.html

県民説明会の説明動画は、こちらから確認できます。
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/genshiryoku/r7kenminsetsumeikai-kekka.html

関係するＱＡの例（4.住民避難・屋内退避より抜粋）
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関係するＱＡの例（4.住民避難・屋内退避より抜粋）

（次頁リンク参照）

事故想定 放射性物質の放出 対象施設

放出量が厳しくなる事故を想定
⇒福島第一原発事故と同様に著しい炉心損傷が起き、炉心冷
　却機能及び全交流電源が喪失
⇒重大事故等対策により格納容器は破損しない

事故発生から24時間後に
⇒原子炉格納容器からの漏えい
⇒フィルタベントを通じた放出

6,7 号機
（同時事故）

シミュレーションの条件例（一番厳しい結果となったもの）

※

　※　　原子力規制委員会の新規制
基準適合性審査及び県技術委
員会において、東京電力は、代
替循環冷却を使って冷却・除熱
し、その後フィルタベントで減
圧することで、原子炉格納容器
の破損を防止できると説明して
います。

　　　　ここでは、より厳しい「24
時間後に放出」という条件での
シミュレーションを示します。

　2. 被ばく線量シミュレーションの結果

　　県避難計画に対する理解向上を図るため、柏崎刈羽原発で原子力災害が発生した場合の被ばく線量シミュ
レーションを、柏崎刈羽地域の状況に合わせた条件（対象施設、気象条件等）で実施しました。

○PAZでは、IAEAの基準に達する場合がありました。
　県避難計画では放射性物質放出前に予防的に避難等を行うとしており、この措置によりIAEAの基準
を上回る被ばくを避けることができると見込まれます。
○UPZでは、被ばく線量がIAEAの基準に達しませんでした。
　また、屋内退避することで、被ばく量をさらに低減できることが示されました。
○UPZの外側（30km圏外）では、UPZよりもさらに被ばく線量は低くなると考えられます。
☞30km圏外のシミュレーションは行っていませんが、今回の結果では距離とともに被ばく線量が低くなってい
ることから、30km圏外ではさらに低くなると考えられます。
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　3. 原子力防災訓練（総合訓練）

　　県では、原子力災害時の対応力の更なる向上を図るため、様々な想定による原子力防災訓練を実
施しています。今年度の総合訓練は、県災害対策本部等運営訓練をはじめ、物資搬送訓練、交通規
制訓練、緊急時モニタリング訓練、ＰＡＺ・ＵＰＺ内住民の避難訓練、施設敷地緊急事態要避難者
の避難訓練等を実施しました。

■ 訓練実施日
　令和７年10月23日（木）、11月９日（日）

■ 訓練参加人数と参加機関
・避難訓練参加住民　　　　　　　 約300人
・屋内退避訓練対象住民　　　約122,600人
・参加機関　　　　　　　　　　　  67機関

■訓練想定
　柏崎市、刈羽村で震度６強の地震が発生し、運転中の柏崎刈羽原子力発電所６号機において、
原子炉が自動停止したが、炉心冷却機能の一部が喪失して施設敷地緊急事態となり、さらに事態
が悪化し、炉心冷却機能の喪失により全面緊急事態となる。
　その後、炉心が損傷し、放射性物質が放出され、一部地域で空間放射線量が一時移転の必要と
される基準に上昇する状況となる。

県、県内市町村、内閣府、原子力規制庁、自衛隊、
第九管区海上保安本部、北陸地方整備局、新潟県
トラック協会、東京電力ホールディングス等

　⑴災害対策本部等運営訓練（令和７年10月23日）

［県災害対策本部等運営訓練（県庁）］
　緊急時における国、県、市町村
及び関係機関の対応力向上のため、
災害対策本部の設置、運営訓練を
実施し、原子力災害時の一連の流
れや手順を確認

［原子力災害現地対策本部運営訓練
（柏崎刈羽オフサイトセンター）］
　原子力災害現地対策本部を立ち
上げるとともに、現地事故対策連
絡会議を設置・運営し、関係機関
による情報共有及び現地調整活動
等を実施し、災害対応に係る連携
を確認

県災害対策本部会議
（県庁）

孤立地域への対応の検討
（県庁）

現地事故対策連絡会議
（柏崎刈羽オフサイトセンター）

住民安全班による人的被害等の情報収集
（柏崎刈羽オフサイトセンター）

lAEA （国際原子力機関）の基準について参 考

　原子力災害時において、 被ばく線量が右
表の基準を上回るおそれがある場合、 対策
を講じる必要があるとされています。

　どちらも放射線による人体への影響を評価する線量概念で、 単位はシーベルト (Sv)。 等価線量は甲状腺など
組織・臓器が個別に受けた影響を表した値であり、 実効線量は全身に換算した影響を表した値

線量
実効線量

甲状腺等価線量
10 0mSv ／週
50mSv ／週

避難、 屋内退避等
安定ヨウ素剤服用

判断基準 防護措置

〈実効線量、 等価線量について〉

Ver 210506

①

②

③
④

　　事故発生から７日後に放射性物質が放出されるケースや、セシウム137が100TBq放出された場合の被ばく線
量シミュレーション結果は以下に掲載しています。

■県が実施した被ばく線量シミュレーション結果はこちらから確認できます。

　https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/genshiryoku/r07simulation.html

〔解　説〕
・日本人の１年間の平均被ばく線量は約2.1mSvです。（宇宙や大地からの自然放射線による外
部被ばく、食物や空気中のラドン等、自然由来の放射性物質による内部被ばくの合計）
　☞上図 ①
・CT検査で受ける被ばく線量は1回あたり20mSv以下です。（撮影部位や撮影方法による）
　☞上図 ②
・放射線への感受性が高い骨髄は1回あたり約 500mSvで造血機能が低下します。（感受性は臓
器によって異なる）☞上図 ③
・被ばく線量が100mSvを超えるあたりから、線量とともにがんのリスクが増加することが確認
されています。なお、被ばく線量100mSv以下では、研究により結果が異なり、現時点では放射
線によるリスクが増加することを示す明確な証拠はない、とされています。☞上図 ④ 
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　3. 原子力防災訓練（総合訓練）

　　県では、原子力災害時の対応力の更なる向上を図るため、様々な想定による原子力防災訓練を実
施しています。今年度の総合訓練は、県災害対策本部等運営訓練をはじめ、物資搬送訓練、交通規
制訓練、緊急時モニタリング訓練、ＰＡＺ・ＵＰＺ内住民の避難訓練、施設敷地緊急事態要避難者
の避難訓練等を実施しました。

■ 訓練実施日
　令和７年10月23日（木）、11月９日（日）

■ 訓練参加人数と参加機関
・避難訓練参加住民　　　　　　　 約300人
・屋内退避訓練対象住民　　　約122,600人
・参加機関　　　　　　　　　　　  67機関

■訓練想定
　柏崎市、刈羽村で震度６強の地震が発生し、運転中の柏崎刈羽原子力発電所６号機において、
原子炉が自動停止したが、炉心冷却機能の一部が喪失して施設敷地緊急事態となり、さらに事態
が悪化し、炉心冷却機能の喪失により全面緊急事態となる。
　その後、炉心が損傷し、放射性物質が放出され、一部地域で空間放射線量が一時移転の必要と
される基準に上昇する状況となる。

県、県内市町村、内閣府、原子力規制庁、自衛隊、
第九管区海上保安本部、北陸地方整備局、新潟県
トラック協会、東京電力ホールディングス等

　⑴災害対策本部等運営訓練（令和７年10月23日）

［県災害対策本部等運営訓練（県庁）］
　緊急時における国、県、市町村
及び関係機関の対応力向上のため、
災害対策本部の設置、運営訓練を
実施し、原子力災害時の一連の流
れや手順を確認

［原子力災害現地対策本部運営訓練
（柏崎刈羽オフサイトセンター）］
　原子力災害現地対策本部を立ち
上げるとともに、現地事故対策連
絡会議を設置・運営し、関係機関
による情報共有及び現地調整活動
等を実施し、災害対応に係る連携
を確認

県災害対策本部会議
（県庁）

孤立地域への対応の検討
（県庁）

現地事故対策連絡会議
（柏崎刈羽オフサイトセンター）

住民安全班による人的被害等の情報収集
（柏崎刈羽オフサイトセンター）
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■参加市町村　
【避難自治体】
　柏崎市、長岡市、見附市、燕市
【避難先自治体】
　上越市、新潟市、新発田市、燕市

■概要
　関係機関と連携し、円滑に一時移転
を実施するため、ＰＡＺ内住民の避難
訓練と同様に、一時集合場所等の設
置・運営等の訓練を実施。また、放射
性物質放出後を想定し、避難退域時検
査・簡易除染訓練を実施

　[一時集合場所]
　　避難指示を受けた住民は、あらか
じめ指定された一時集合場所に集合。
住民は安定ヨウ素剤の緊急配布を受
け、バスで避難先まで避難を実施。
また、一部の住民は自家用車による
避難を実施
　[避難退域時検査・簡易除染］
　避難に使用した車両の検査を実
施。検査時間の短縮を目的に、体表
面測定車、指定箇所汚染検査用モニ
ターを併用して住民の検査を実施

　[避難経由所・避難所］
　避難者の受付を行うとともに、避難
元の地区ごとに避難所を割り振りし、
避難所へ案内。また、新潟市の避難経
由所では、受付時間の短縮を目的に住
民はバスに乗車したまま、職員がバス
に乗り込み受付を行うドライブスル
ー方式での受付を実施

　[安定ヨウ素剤の配布]
　緊急時における安定ヨウ素剤の緊
急配布に係る関係団体及び自治体職
員の配布手順の習熟を図るため、一
時集合場所及び避難退域時検査会場
において、避難者に対して安定ヨウ
素剤の緊急配布を実施

【一時集合場所、避難経由所、避難所】

避難者支援システムを活用した住民受付
(新発田市カルチャーセンター)

避難退域時検査場所における安定ヨウ
素剤の緊急配布（燕市交通公園）

避難退域時検査（車両検査）の体験
講座（ユートピアくびき希望館）

ドライブスルー方式での受付
（こめぐりの郷公園）

指定箇所汚染検査用モニターによる
住民の汚染検査（燕市交通公園）

移動式体表面測定車による住民の汚
染検査（燕市交通公園）

■参加市町村　
　柏崎市、長岡市、上越市、見附市、燕市
■概要　
ＵＰＺ市町が緊急速報メール、防災行政無線等により住民に屋内退避を呼びかける屋内退避訓練を実施

過去の原子力防災訓練の様子は動画で確認できます。
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/genshiryoku/
原子力安全対策課ホームページ＞原子力防災訓練

　⑵-2 UPZ内住民の一時移転訓練

　⑵-3 UPZ内住民の屋内退避訓練

住民避難訓練イメージ
　

0ＰＡＺ内住民の避難訓練

避難元 避難先

0ＵＰＺ内住民の一時移転訓練

【凡例】 見附市⇒新発田

●避難経由所：新発田市カルチャーセンター
●避　難　所：新発田市立東小学校

柏崎市⇒上越市

●避難退域時検査場所：

今回の訓練では省略し、代わりに避難退域時
検査体験講座をユートピアくびき希望館で実施

●避難経由所：ユートピアくびき希望館

●避 難 所：上越市ファームセンター

牧体育館

長岡市⇒新潟市

●避難経由所：こめぐりの郷公園

●避 難 所：岩室小学校

村上市

新潟市

柏崎市⇒村上

●避難経由所：村上市民ふれあいセンター

●避 難 所：荒川地区公民館

刈羽村⇒村上

●避難経由所：村上市民ふれあいセンター

●避 難 所：荒川地区公民館
燕市⇒燕市

●避難経由所：分水北小学校

●避 難 所：分水北小学校

上越市

燕市

新発田市

避難退域時検査場所 避

0

見附市

長岡市

柏崎市

避

●避難退域時検査場所：燕市交通公園

●避難退域時検査場所：燕市交通公園

●避難退域時検査場所：燕市交通公園

刈羽村

　⑵住民避難訓練（令和７年11月９日）

　⑵-1 PAZ内住民の避難訓練

■参加市町村　
　【避難自治体】
　　柏崎市、刈羽村
　【避難先自治体】
　　村上市

■概要
　　関係機関が連携し、円滑に避難を
実施するため、一時集合場所や避難
経由所等の設置・運営や安定ヨウ素
剤の緊急配布などの訓練を実施。
　　また、住民の受付を円滑化するた
めに避難者支援システムを活用した
受付を試行的に実施
　[一時集合場所 安定ヨウ素剤の緊急配布]
　　避難指示を受けた住民は、あらか
じめ指定された一時集合場所に集合。
住民は安定ヨウ素剤の緊急配布を受
け、バスで指定された避難先まで避
難を実施
　[避難経由所、避難所]
　　避難者を適切な避難所に誘導する
ため、避難経由所で受付を行い、避
難元の地区ごとに避難所を割り振り
し、避難所へ案内

【避難者支援システムを活用した避難所の受付の円滑化】

避難指示を受け、住民が一時集合場
所へ集合し、安定ヨウ素剤を緊急配布
（柏崎市南部コミュニティセンター）

バスにより避難所への避難を実施
（村上市荒川地区公民館）

（村上市荒川地区公民館）
避難者支援システムを活用した受付

（柏崎市南部コミュニティセンター）

新潟県バス協会との協定に
基づくバスによる避難訓練【 】  一時集合場所への集合と

安定ヨウ素剤の緊急配付【 】
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■参加市町村　
【避難自治体】
　柏崎市、長岡市、見附市、燕市
【避難先自治体】
　上越市、新潟市、新発田市、燕市

■概要
　関係機関と連携し、円滑に一時移転
を実施するため、ＰＡＺ内住民の避難
訓練と同様に、一時集合場所等の設
置・運営等の訓練を実施。また、放射
性物質放出後を想定し、避難退域時検
査・簡易除染訓練を実施

　[一時集合場所]
　　避難指示を受けた住民は、あらか
じめ指定された一時集合場所に集合。
住民は安定ヨウ素剤の緊急配布を受
け、バスで避難先まで避難を実施。
また、一部の住民は自家用車による
避難を実施
　[避難退域時検査・簡易除染］
　避難に使用した車両の検査を実
施。検査時間の短縮を目的に、体表
面測定車、指定箇所汚染検査用モニ
ターを併用して住民の検査を実施

　[避難経由所・避難所］
　避難者の受付を行うとともに、避難
元の地区ごとに避難所を割り振りし、
避難所へ案内。また、新潟市の避難経
由所では、受付時間の短縮を目的に住
民はバスに乗車したまま、職員がバス
に乗り込み受付を行うドライブスル
ー方式での受付を実施

　[安定ヨウ素剤の配布]
　緊急時における安定ヨウ素剤の緊
急配布に係る関係団体及び自治体職
員の配布手順の習熟を図るため、一
時集合場所及び避難退域時検査会場
において、避難者に対して安定ヨウ
素剤の緊急配布を実施

【一時集合場所、避難経由所、避難所】

避難者支援システムを活用した住民受付
(新発田市カルチャーセンター)

避難退域時検査場所における安定ヨウ
素剤の緊急配布（燕市交通公園）

避難退域時検査（車両検査）の体験
講座（ユートピアくびき希望館）

ドライブスルー方式での受付
（こめぐりの郷公園）

指定箇所汚染検査用モニターによる
住民の汚染検査（燕市交通公園）

移動式体表面測定車による住民の汚
染検査（燕市交通公園）

■参加市町村　
　柏崎市、長岡市、上越市、見附市、燕市
■概要　
ＵＰＺ市町が緊急速報メール、防災行政無線等により住民に屋内退避を呼びかける屋内退避訓練を実施

過去の原子力防災訓練の様子は動画で確認できます。
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/genshiryoku/
原子力安全対策課ホームページ＞原子力防災訓練

　⑵-2 UPZ内住民の一時移転訓練

　⑵-3 UPZ内住民の屋内退避訓練
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新潟分室

新潟県水産海洋研究所

東京電力ＨＤ（株）
柏崎刈羽原子力発電所

㈱BWR運転訓練
センター

（公財）海洋生物環境研究所
実証試験場

新潟県柏崎原子力
広報センター

新潟県柏崎刈羽
原子力防災センター
新潟県放射線監視
センター

新潟工科大学
原子力安全・安心
創造センター

磐越自動車道

日本海 新潟市

出雲崎町

市
岡
長

刈羽村

にいがた
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たがみ

かも
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上越市

柏崎市
やすだ

かきざき

道
車
動
自
陸
北

か
お
が
な

か
お
が
な

道
車
動
自
越
関

いずもざきいずもざき

長岡技術
科学大学
長岡技術
科学大学

新潟県の原子力発電の現状
１　新潟県の原子力関係施設１　新潟県の原子力関係施設

新潟県の原子力発電の現状新潟県の原子力発電の現状第1章第1章

（令和８年１月１日現在）〔推計人口〕
新潟県
2,066,377人
十日町市
44,510人

柏崎市
74,398人
見附市
36,725人

刈羽村
4,142人
燕市
73,677人

長岡市
252,242人
上越市
176,397人

小千谷市
31,438人
出雲崎町
3,600人

　新潟県には、東京電力ホールディングス（東京電力HD）（株）柏崎刈羽原子力発電所（全７基：柏崎市、刈
羽村）があります。
　柏崎市には、新潟県柏崎刈羽原子力防災センターとそれに併設された新潟県放射線監視センター、発
電所からの温排水と漁業資源の関係を研究している（公財）海洋生物環境研究所の実証試験場があり、刈
羽村には、原子力発電所の運転員を養成する（株）ＢＷＲ運転訓練センターがあります。
　また、長岡技術科学大学に量子・原子力統合工学分野、新潟工科大学に「原子力安全・安心創造セン
ター」が設置されています。

施設敷地緊急事態要避難者の避難訓練
■参加機関　
　柏崎市、社会福祉法人西山刈羽福祉会、社会福祉法人村上岩船福祉会、東京電力ホールディングス
■概要
　すぐに避難が困難な施設入居者等の避難行動要支援者の無用な被ばくを避けるため、放射線防護対策施設
への屋内退避と広域避難先までの搬送訓練を実施

陽圧化装置の起動
（にしかりの里）

要避難者の避難
（柏崎市：にしかりの里→村上市：いわくすの里）

緊急時モニタリング訓練
■訓練場所　
　県放射線監視センター、
　県内の各浄水場（５か所）
■訓練内容
　　災害時における円滑かつ効果的
なモニタリング活動実施のため、
関係市町の職員と協力して、試料
（飲料水）の採取・運搬及び試料
受入等の訓練を実施 浄水場における飲料水の採取 飲料水の受入（放射線監視センター）

　⑶その他の訓練
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　柏崎市と刈羽村にまたがる地点に建設された東京電力HD（株）柏崎刈羽原子力発電所は、昭和60年
９月に１号機が営業運転を開始し、その後、平成２年に５号機と２号機、平成５年に３号機、平成６年に
４号機、平成８年に６号機、そして平成９年に７号機が営業運転を始めました。
　これにより、総電気出力が 821.2万kWになり、世界最大の原子力発電所となっています。

２　柏崎刈羽原子力発電所２　柏崎刈羽原子力発電所

２－（1）　概要２－（1）　概要

所在位置　新潟県　柏崎市および刈羽村
敷地面積　約420万㎡（柏崎市 約310万㎡、刈羽村 約110万㎡）

〃

〃

〃

〃

〃

柏崎市

〃

〃

〃

〃

〃

設置位置 炉　型 電気出力
(万ｋＷ)

電源開発基本
計画決定 着工年月 営業運転開始 建設工事費

柏崎市
刈羽村

ＡＢＷＲ
(改良型沸騰水型)

ＢＷＲ
(沸騰水型) 110.0

110.0

110.0

110.0

110.0

135.6

135.6

１号機

２号機

３号機

４号機

５号機

６号機

７号機

昭和49年8月 2 日

昭和56年4月13日

昭和60年4月 4 日

昭和60年4月 4 日

昭和56年4月13日

昭和63年4月16日

昭和63年4月16日

昭和60年9月18日

平成２年9月28日

平成５年8月11日

平成６年8月11日

平成２年4月10日

平成８年11月7日

平成９年7月2日

約4,760億円

約3,000億円

約3,250億円

約3,340億円

約3,560億円

約4,180億円

約3,620億円

昭和53年11月

昭和58年８月

昭和62年６月

昭和62年６月

昭和58年８月

平成３年８月

平成３年８月

（注）１．着工年月は、第１回工事計画認可の月。
　　　２．１号機の建設工事費には発電所の用地費を含む。
　　　３．６号機の建設工事費には７号機と共用する施設の建設費を含む。

1～4号機

写真提供：東京電力ＨＤ（株）5～7号機
見学等問い合わせ先 東京電力ＨＤ（株）柏崎刈羽原子力発電所　TEL（0257）45-3131㈹ 

〒945-8601  新潟県柏崎市青山町16-46

〔設備概要〕

ＲＣＣＶ
（鉄筋コンクリート製鋼製内張円筒型）

約36m
くし型６流排気再熱再生復水式

約6.69MPa
284℃
52inch

約150t
872体
205本

水圧駆動＋電動駆動
標高　約85m
約92m３/秒

くし型６流排気式
約6.55MPa
282℃
41inch

約132t
764体
185本
水圧駆動

標高　約160m
約78m３/秒

ＭＡＲＫⅡ改良型
（鋼製つりがね型）

約48m

ＭＡＲＫⅡ
（鋼製円すい型）

約26m 
約47m 

６・７号機２・３・４・５号機１号機

約29m

炉
子
原

器
容
力
圧

器
容
納
格

料
燃

棒
御
制

135.6万kW110万kW電 気 出 力
改良型沸騰水型軽水炉

（ＡＢＷＲ）
沸騰水型軽水炉
（ＢＷＲ－５）

型　　　式

392.6万kW329.3万kW熱 出 力
約7.07MPa約6.93MPa圧　　　力
約287℃約286℃温　　　度

インターナルポンプ10台再循環ポンプ２台＋ジェットポンプ20台冷却水再循環方式
約21m約22m高 さ
約7.1m約6.4m内 径
約170mm約160mm最 小 肉 厚
約910t約750t全 重 量

型　　　式

円筒部直径
高 さ
型 式
蒸 気 圧 力
蒸 気 温 度
最終段翼長
種 類
全 ウ ラ ン
集 合 体
本 　 　 数
駆 動 機 構

排気筒高さ（排気口高さ）
海 水 冷 却 水 量

二酸化ウラン

図提供：東京電力HD（株）
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　柏崎刈羽原子力発電所で発電された電気は、下図の経路で関東方面へ送電されます。

２－（2）　送電線２－（2）　送電線

区　　　　　間：柏崎刈羽原子力発電所から
　　　　　　　　群馬県中之条町の西群馬開閉所まで
亘　　　　　長：約99km    
鉄　塔　基　数：214基
鉄　塔　高　さ：平均約90ｍ
電圧及び回線数：50万Ｖ、２回線
電　　　　　線：鋼心アルミより線等
　　　　　　　　810mm2４導体
　　　　　　　　一部　 1,520mm2４導体
工    　　  　程：着工  昭和56年10月
　　　　　　　　竣工  昭和59年11月

●新新潟幹線

区　　　　　間：柏崎刈羽原子力発電所から
　　　　　　　　群馬県中之条町の西群馬開閉所まで
亘　　　　　長：約111km  
鉄　塔　基　数：201基
鉄　塔　高　さ：平均約90ｍ（平均約110ｍ）
電圧及び回線数：50万Ｖ（一部区間100万Ｖ設計）
　　　　　　　　２回線
電　　　　　線：鋼心アルミより線等
　　　　　　　　810 mm2、４導体
　　　　　　　 （610 mm2、一部810 mm2、８導体）
工　　　　　程：着工  平成元年３月
                  　　竣工  平成５年10月

●南新潟幹線
発電所から十日町市までの亘長約61kmが50万Ｖ設計

　　　　　　　　　　　（　　）内は100万Ｖ設計の仕様

柏崎刈羽
原子力発電所

奥清津発電所

西群馬開閉所

長岡市

柏崎市

十日町市

南魚沼市

湯沢町

津南町

中之条町

小千谷市

新潟県

長野県

群馬県

柏崎市

刈羽村刈羽村

新新潟幹線

南新潟幹線

50万ボルト設計（4導体）

50
cm スペーサー

鋼線

電線

38.4mm

アルミ線
アルミ線　45本／4.8mm
鋼　　線　7本／3.2mm
単位重量　2.7kg／m

送　電　線

２－（3）　これまでの運転保守状況２－（3）　これまでの運転保守状況
　柏崎刈羽原子力発電所の令和６年度までの設備利用率は37.8％で、発電電力量は累計で約8,748億
kWhになっています。

※設備利用率＝

1年間認可出力で発電した場合は100％になる。
定格熱出力一定運転を開始したため、100%を超える場合がある

×100（％）
認可出力×暦時間
発電電力量

黄色：運転
緑色：定期点検等による停止
赤色：トラブル停止
（A）：発電機解列～並列までの日数
（B）：発電機解列～営業運転再開までの日数
（C）：発電機解列～トラブル停止後の再並列までの期間

解列日
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由

営業運転再開日並列日

例
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平成５年度
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設備利
用率％ 84.9 74.6 76.1 81.9 91.7 74.2 78.8

（92）
（125）

（77）
（101）

（96）
（124）

（51）
（76）

（77）
（106）

平成11年度
（1999）

平成12年度
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平成13年度
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平成14年度
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平成15年度
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平成16年度
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平成17年度
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運
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設備利
用率％ 87.6 95.6 74.1 42.4 0.0 85.2 19.5

（60）
（86）

（84）
（110）

（584）
（620）

（321）
（351）

（Ａ）
（Ｂ）
（Ｃ）

昭和60年度
（1985）

昭和61年度
（1986）

昭和62年度
（1987）

昭和63年度
（1988）

平成元年度
（1989）

平成２年度
（1990）

平成３年度
（1991）

運
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9/18 9/15 12/20 1/30 4/28 2/4 3/4 4/15 7/2 8/26 1/7 2/28
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２
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中

設備利
用率％ 99.7 72.9 82.6 84.3 78.0 62.9 90.3

１号機 （設備利用率令和６年度末累計　43.3％）

（89）
（109）

（78）
（104）

（135）
（157）

（81）
（111）

（96）
（１21）

2020年4月1日～
定期検査は、定期事業者検査に名称変更

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

新
潟
県
の
原
子
力
発
電
の
現
状

新
潟
県
の
原
子
力
行
政

資

料

編

新
潟
県
の
原
子
力
発
電
の
現
状

新
潟
県
の
原
子
力
行
政

資

料

編

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

20



　柏崎刈羽原子力発電所で発電された電気は、下図の経路で関東方面へ送電されます。

２－（2）　送電線２－（2）　送電線

区　　　　　間：柏崎刈羽原子力発電所から
　　　　　　　　群馬県中之条町の西群馬開閉所まで
亘　　　　　長：約99km    
鉄　塔　基　数：214基
鉄　塔　高　さ：平均約90ｍ
電圧及び回線数：50万Ｖ、２回線
電　　　　　線：鋼心アルミより線等
　　　　　　　　810mm2４導体
　　　　　　　　一部　 1,520mm2４導体
工    　　  　程：着工  昭和56年10月
　　　　　　　　竣工  昭和59年11月

●新新潟幹線

区　　　　　間：柏崎刈羽原子力発電所から
　　　　　　　　群馬県中之条町の西群馬開閉所まで
亘　　　　　長：約111km  
鉄　塔　基　数：201基
鉄　塔　高　さ：平均約90ｍ（平均約110ｍ）
電圧及び回線数：50万Ｖ（一部区間100万Ｖ設計）
　　　　　　　　２回線
電　　　　　線：鋼心アルミより線等
　　　　　　　　810 mm2、４導体
　　　　　　　 （610 mm2、一部810 mm2、８導体）
工　　　　　程：着工  平成元年３月
                  　　竣工  平成５年10月

●南新潟幹線
発電所から十日町市までの亘長約61kmが50万Ｖ設計

　　　　　　　　　　　（　　）内は100万Ｖ設計の仕様

柏崎刈羽
原子力発電所

奥清津発電所

西群馬開閉所

長岡市

柏崎市

十日町市

南魚沼市

湯沢町

津南町

中之条町

小千谷市

新潟県

長野県

群馬県

柏崎市

刈羽村刈羽村

新新潟幹線

南新潟幹線

50万ボルト設計（4導体）

50
cm スペーサー

鋼線

電線

38.4mm

アルミ線
アルミ線　45本／4.8mm
鋼　　線　7本／3.2mm
単位重量　2.7kg／m

送　電　線

２－（3）　これまでの運転保守状況２－（3）　これまでの運転保守状況
　柏崎刈羽原子力発電所の令和６年度までの設備利用率は37.8％で、発電電力量は累計で約8,748億
kWhになっています。

※設備利用率＝

1年間認可出力で発電した場合は100％になる。
定格熱出力一定運転を開始したため、100%を超える場合がある

×100（％）
認可出力×暦時間
発電電力量

黄色：運転
緑色：定期点検等による停止
赤色：トラブル停止
（A）：発電機解列～並列までの日数
（B）：発電機解列～営業運転再開までの日数
（C）：発電機解列～トラブル停止後の再並列までの期間

解列日

理
止
停

由

営業運転再開日並列日

例
　
　
凡

平成４年度
（1992）

平成５年度
（1993）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

5/18

6/17 8/20 12/27 5/28 9/11 1/29

12/19～24 4/18 7/18 5/30 6/7 9/18 12/3 1/26 4/30 6/28 8/17 1/16 2/27 10/6 12/21
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運
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　況

設備利
用率％ 84.9 74.6 76.1 81.9 91.7 74.2 78.8

（92）
（125）

（77）
（101）

（96）
（124）

（51）
（76）

（77）
（106）

平成11年度
（1999）

平成12年度
（2000）

平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
（2003）

平成16年度
（2004）

平成17年度
（2005）

2/174/16 5/7 7/29 3/5～14 9/3 4/8
6/21 7/5

7/9 7/172/43/13 6/14

5/12 8/24 5/14第
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査
検
期
定
回
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期
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設備利
用率％ 87.6 95.6 74.1 42.4 0.0 85.2 19.5

（60）
（86）

（84）
（110）

（584）
（620）

（321）
（351）

（Ａ）
（Ｂ）
（Ｃ）

昭和60年度
（1985）

昭和61年度
（1986）

昭和62年度
（1987）

昭和63年度
（1988）

平成元年度
（1989）

平成２年度
（1990）

平成３年度
（1991）

運
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9/18 9/15 12/20 1/30 4/28 2/4 3/4 4/15 7/2 8/26 1/7 2/28
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中

設備利
用率％ 99.7 72.9 82.6 84.3 78.0 62.9 90.3

１号機 （設備利用率令和６年度末累計　43.3％）

（89）
（109）

（78）
（104）

（135）
（157）

（81）
（111）

（96）
（１21）

2020年4月1日～
定期検査は、定期事業者検査に名称変更
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回
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8/5
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設備利
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運

　転

　状

　況

設備利
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平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）
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設備利
用率％ 0.0
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0.0
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0.0
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0.0 0.0
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２号機 （設備利用率令和６年度末累計　36.7％）
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　況
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第
15

査
検
期
定
回

第
16

査
検
期
定
回

4/30 6/6

5/30

5/4

8/4

8/5
運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 93.4 9.2 0.0 0.0 82.6 35.4 0.0

（1130）
（1189）

平成19年度
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平成18年度
（2006）

平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平成26年度
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平成25年度
（2013）

平成27年度
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平成28年度
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平成29年度
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運
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　況

設備利
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令和２年度
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0.0

令和３年度
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0.0

令和４年度
（2022）

0.0 0.0

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

２号機 （設備利用率令和６年度末累計　36.7％）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 95.2 74.8 81.5 94.7

9/28 2/21～23 5/1～11 5/27～6/310/1 12/19 2/1 4/19

1/17 5/18

査
検
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定
回
２
第

査
検
期
定
回
１
第

止
停
間
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開
転
運
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営
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よ
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電
落
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へ
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転
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独
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う
伴
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下
低
度
空
真
器

止
停
動
手
炉
子

子
原
る
よ
に
下
低
力
圧
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止
停
動
自
炉

止
逆
Ｂ
系
去
除
熱
留
残

原
う
伴
に
合
具
不
弁
め

止
停
動
手
炉
子

79.1 83.5 74.3

4/27 7/11 9/8 11/6 12/16 3/9

8/9 12/5 3/13～3/21

査
検
期
定
回
５
第

査
検
期
定
回
４
第

査
検
期
定
回
３
第

（80）
（109）

（78）
（107）

（76）
（105）

（60）
（89）

（84）
（122）
（96）

平成２年度
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平成３年度
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平成４年度
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平成５年度
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平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
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運

　転

　状

　況

設備利
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査
検
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回

査
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期
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回
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第
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循
再
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原

止
停
間
中
め
た
の
検
点

3/29 4/29 9/20

4/3 5/24

3/10

70.6

査
検
期
定
回
８
第

手
炉
子
原
う
伴
に
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え
漏

止
停
動

6/29 12/2 3/57/11

100.0 88.4 89.2

査
検
期
定
回
７
第

査
検
期
定
回
６
第

5/11 6/21 9/3 10/11

7/16 11/54/16

（42）
（67）

（39）
（64）

（94）
（123）

（32）
（57）

（481）
（513）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

平成11年度
（1999）

平成12年度
（2000）

平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
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運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 75.6 69.3 89.7

第
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査
検
期
定
回
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12

査
検
期
定
回

7/2 9/3 12/25 2/19

8/14
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潟
新

止
停
動
自
う
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停
（
＊
）
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7/5～7/14

（114）
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設備利
用率％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 99.8 79.1 85.5 100.0 86.8 73.1 83.4

査
検
期
定
回
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第

査
検
期
定
回
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第

査
検
期
定
回
３
第

査
検
期
定
回
４
第

査
検
期
定
回
５
第

ン
ポ
環
循
再
炉
子
原

プ
（A）

止
停
動
手

始
開
転
運
業
営

8/11 9/10 1/9 4/244/24 6/10 4/6～15 8/8 11/2 12/24 2/213/111/24

12/22 3/27 7/8 11/27 3/17

３号機 （設備利用率令和６年度末累計　33.3％）

（76）
（104）

（53）
（79）

（48）
（76）

（87）
（112）

（60）
（85）

平成５年度
（1993）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

平成11年度
（1999）
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　転

　状

　況

設備利
用率％ 100.0 75.7 35.7 0.0 75.6 85.9 79.7

査
検
期
定
回
６
第

査
検
期
定
回
７
第

査
検
期
定
回
８
第

査
検
期
定
回
９
第第

2

逃
Ａ
器
熱
加
水
給

中
う
伴
に
検
点
弁
し
が

止
停
間

11/24 8/10 4/18 1/18 6/8 5/12 7/275/13 10/7 10/154/17

8/8 5/25

（88）
（114）

（618）
（655）

（116）
（142）

（77）
（127）

平成12年度
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平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
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平成16年度
（2004）

平成17年度
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平成18年度
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運
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設備利
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越
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県
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新

止
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動
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う
伴 第

10

査
検
期
定
回

7/16 9/19

平成19年度
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平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

平成25年度
（2013）

運

　転
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　況

設備利
用率％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平成26年度
（2014）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

0.0

令和２年度
（2020）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 63.0 90.5 87.1 81.5 88.1 100.0 66.4

8/11 1/5 2/10 5/5 5/9 9/15 1/10 4/15 12/7 1/315/28 7/15 8/52/2110/276/24

5/30 7/23 12/16 3/19 6/23
10/29～11/20

査
検
期
定
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第

査
検
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定
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２
第

査
検
期
定
回
４
第
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期
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回
５
第
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３
第
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開
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業
営
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損
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圧
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主

止
停
動
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子

ス
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素
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却
冷
機
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発
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う
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の
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手
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子

ス
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却
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電
発
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う
伴
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増
の
量
費
消

止
停
動
手
炉
子

閉
速
急
弁
減
加
気
蒸

止
停
動
手
炉
子
原
う

４号機 （設備利用率令和６年度末累計　31.6％）

（85）
（110）

（47）
（76）

（43）
（93）
（67）

（43）
（69）

（43）
（69）

平成12年度
（2000）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

平成11年度
（1999）

に
震
地
沖
越
中
県
潟
新

止
停
動
自
う
伴

運
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　況

設備利
用率％ 69.2 76.7 69.1 37.1 100.8 31.5 29.6

11/11 1/7 7/25 8/17 3/25 4/20 4/9 12/14 7/16 2/117/23

12/7 8/20 1/11

査
検
期
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回
６
第

査
検
期
定
回
７
第

査
検
期
定
回
８
第

査
検
期
定
回
９
第

（112）
（138）

（200）
（226）

（231）
（257）

（250）
（278）

平成13年度
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平成14年度
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平成15年度
（2003）

平成16年度
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平成17年度
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平成19年度
（2007）

平成18年度
（2006）

運
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　況

設備利
用率％
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査
検
期
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回

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平成20年度
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平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

平成26年度
（2014）
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（2013）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 0.0
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（2021）

0.0
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運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 99.8 79.1 85.5 100.0 86.8 73.1 83.4

査
検
期
定
回
１
第

査
検
期
定
回
２
第

査
検
期
定
回
３
第

査
検
期
定
回
４
第

査
検
期
定
回
５
第

ン
ポ
環
循
再
炉
子
原

プ
（A）

止
停
動
手

始
開
転
運
業
営

8/11 9/10 1/9 4/244/24 6/10 4/6～15 8/8 11/2 12/24 2/213/111/24

12/22 3/27 7/8 11/27 3/17

３号機 （設備利用率令和６年度末累計　33.3％）

（76）
（104）

（53）
（79）

（48）
（76）

（87）
（112）

（60）
（85）

平成５年度
（1993）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

平成11年度
（1999）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 100.0 75.7 35.7 0.0 75.6 85.9 79.7

査
検
期
定
回
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査
検
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定
回
７
第

査
検
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８
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査
検
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９
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2

逃
Ａ
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熱
加
水
給

中
う
伴
に
検
点
弁
し
が

止
停
間

11/24 8/10 4/18 1/18 6/8 5/12 7/275/13 10/7 10/154/17

8/8 5/25

（88）
（114）

（618）
（655）

（116）
（142）

（77）
（127）

平成12年度
（2000）

平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
（2003）

平成16年度
（2004）

平成17年度
（2005）

平成18年度
（2006）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 29.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

に
震
地
沖
越
中
県
潟
新

止
停
動
自
う
伴 第

10

査
検
期
定
回

7/16 9/19

平成19年度
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平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
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平成23年度
（2011）

平成24年度
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平成25年度
（2013）

運
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　状

　況

設備利
用率％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平成26年度
（2014）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

0.0

令和２年度
（2020）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 63.0 90.5 87.1 81.5 88.1 100.0 66.4

8/11 1/5 2/10 5/5 5/9 9/15 1/10 4/15 12/7 1/315/28 7/15 8/52/2110/276/24

5/30 7/23 12/16 3/19 6/23
10/29～11/20

査
検
期
定
回
１
第

査
検
期
定
回
２
第
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検
期
定
回
４
第
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検
期
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回
５
第
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３
第
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営
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子
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発
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費
消

止
停
動
手
炉
子

閉
速
急
弁
減
加
気
蒸

止
停
動
手
炉
子
原
う

４号機 （設備利用率令和６年度末累計　31.6％）

（85）
（110）

（47）
（76）

（43）
（93）
（67）

（43）
（69）

（43）
（69）

平成12年度
（2000）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）
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用率％ 69.2 76.7 69.1 37.1 100.8 31.5 29.6
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６
第

査
検
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第
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８
第
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９
第
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（138）

（200）
（226）
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（257）
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平成18年度
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運
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　況
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回
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平成21年度
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平成22年度
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運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 99.8 77.0 75.4 78.7 98.7 81.5 85.6

4/10 4/154/15 7/7 4/11～204/11～20 9/1 11/1

8/2 12/15

1/14 4/4

4/26

査
検
期
定
回
１
第

査
検
期
定
回
２
第

査
検
期
定
回
３
第

止
停
間
中

始
開
転
運
業
営

５号機 （設備利用率令和６年度末累計　41.8％）

動
手
炉
子
原
う
伴
に
い

止
停

5/9 7/8 9/7 10/28

11/268/11
7/13～7/18

査
検
期
定
回
５
第

査
検
期
定
回
４
第

（83）
（110）

（77）
（106）

（81）
（103）

（61）
（95）
（71）

（52）
（81）

平成２年度
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平成３年度
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７号機 （設備利用率令和６年度末累計　35.8％）

7/28～8/8

（103）
（135）

（45）
（70）

（50）
（76）

（111）
（137）

（119）
（149）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

平成11年度
（1999）

平成12年度
（2000）

平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
（2003）

1/11

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 90.6 78.4 71.2 29.9 0.0 72.3 78.5

11/4 11/13 3/1

8/2

6/23 8/23 12/5 7/16 11/15 9/25 11/10

12/28

5/20

査
検
期
定
回
６
第

査
検
期
定
回
７
第 第

8

査
検
期
定
回

止
停
動
自
る
よ
に
震
地

に
震
地
沖
越
中
県
潟
新

止
停
動
自
う
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う
伴
に
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替
り
取
料
燃

止
停
画
計

（115）
（155）

（105）
（142）

第
9

査
検
期
定
回

（72）
（97）

（553）
（775）
（727）

4/18 6/28

7/23

4/18

平成16年度
（2004）

平成17年度
（2005）

平成19年度
（2007）

平成18年度
（2006）

平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

第
10

査
検
期
定
回

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 38.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8/22

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

平成26年度
（2014）

平成25年度
（2013）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

運

　転

　状

　況

設備利
用率％ 0.0 0.0

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

0.0

令和２年度
（2020）

0.0

令和３年度
（2021）

0.0

令和４年度
（2022）

0.0
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0.0

令和６年度
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令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

新
潟
県
の
原
子
力
発
電
の
現
状

新
潟
県
の
原
子
力
行
政

資

料

編

新
潟
県
の
原
子
力
発
電
の
現
状

新
潟
県
の
原
子
力
行
政

資

料

編

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

29



参考：全号機運転保守状況まとめ

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

昭和60年度
（1985）

昭和61年度
（1986）

昭和62年度
（1987）

昭和63年度
（1988）

平成元年度
（1989）

平成２年度
（1990）

平成３年度
（1991）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成４年度
（1992）

平成５年度
（1993）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成11年度
（1999）

平成12年度
（2000）

平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
（2003）

平成16年度
（2004）

平成17年度
（2005）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成19年度
（2007）

平成18年度
（2006）

平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成26年度
（2014）

平成25年度
（2013）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）
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参考：全号機運転保守状況まとめ

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

昭和60年度
（1985）

昭和61年度
（1986）

昭和62年度
（1987）

昭和63年度
（1988）

平成元年度
（1989）

平成２年度
（1990）

平成３年度
（1991）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成４年度
（1992）

平成５年度
（1993）

平成６年度
（1994）

平成７年度
（1995）

平成８年度
（1996）

平成９年度
（1997）

平成10年度
（1998）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成11年度
（1999）

平成12年度
（2000）

平成13年度
（2001）

平成14年度
（2002）

平成15年度
（2003）

平成16年度
（2004）

平成17年度
（2005）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成19年度
（2007）

平成18年度
（2006）

平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

平成26年度
（2014）

平成25年度
（2013）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

新
潟
県
の
原
子
力
発
電
の
現
状

新
潟
県
の
原
子
力
行
政

資

料

編

新
潟
県
の
原
子
力
発
電
の
現
状

新
潟
県
の
原
子
力
行
政

資

料

編

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

31



平均設備利用率＝ ×100（％）
各号機の（認可出力×暦時間）の合計
各号機の発電電力量の合計

1号機
2号機
3号機
4号機
5号機
6号機
7号機

号　機

合　計
平均設備
利用率

平　成
11年度
8,466
8,617
8,063
9,661
8,147
10,731
8,802
62,488
86.6

12年度

9,210
6,803
9,635
6,397
7,307
9,699
10,223
59,275
82.4

7,138
9,550
7,295
6,664
8,506
9,586
11,757
60,494
84.1

4,086
3,854
3,440
7,396
8,883
9,787
8,316
45,761
63.6

0
0
0

6,681
0

10,877
5,464
23,022
31.9

8,209
7,288
7,289
3,571
8,835
8,939
10,760
54,889
76.3

1,883
6,680
8,273
9,709
7,173
8,454
9,312
51,484
71.6

9,002
8,643
7,684
3,038
6,348
11,748
8,461
54,922
76.3

886
631
2,854
2,857

0
865
3,556
11,649
16.1

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

0
0
0
0
0

6,540
8,584
15,124
21.0 

7,956
0
0
0

3,263
9,223
9,323
29,764
41.4

3,421
0
0
0

7,995
12,035
4,617
28,067
38.9

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

24年度

1号機
2号機
3号機
4号機
5号機
6号機
7号機

号　機

合　計
平均設備
利用率

令和６年
度末累計
165,023
121,922
101,590
93,327
140,752
134,161
118,099
874,874

37.8

25年度
0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

26年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

27年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

28年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

29年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

30年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
元年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
２年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
３年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
４年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
５年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
６年度

平　成

（単位：100万kWh）

1号機
2号機
3号機
4号機
5号機
6号機
7号機

号　機

合　計
平均設備
利用率

昭　 和
60年度

平　成
元年度

5,134

5,134
99.7

61年度

7,021

7,021
72.9

7,978

7,978
82.6

8,125

8,125
84.3

7,519

7,519
78.0

6,057
4,648

9,381

20,086
84.0

8,721
7,224

7,441

23,386
80.7

8,184
7,852

7,268

23,304
80.6

7,191
9,128
6,139

7,588

30,046
85.7

7,335
7,618
7,617
3,878
9,506

35,954
80.4

7,915
8,066
8,259
8,742
7,878

40,860
84.6

8,837
7,163
9,636
8,389
8,249
4,719

46,993
88.8

7,153
9,636
8,361
7,856
7,350
9,855
8,885
59,096
85.7

7,595
8,522
7,044
8,489
9,636
11,104
10,040
62,429
86.8

62年度 63年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

〔柏崎刈羽原子力発電所の発電電力量の推移〕 　新潟県、柏崎市及び刈羽村は、安全協定に基づき、発電所の運転・保守管理、放射線管理及び放射
性廃棄物管理等について、状況を確認しています。

①運転状況

２－（4）２－（4）　令和６年度の運転保守状況　令和６年度の運転保守状況

　令和６年度は、全号機定期事業者検査中でした。

②トラブルの状況

１号機：第16回定期事業者検査中（平成23年８月６日～）
２号機：第12回定期事業者検査中（平成19年２月19日～）
３号機：第10回定期事業者検査中（平成19年９月19日～）
４号機：第10回定期事業者検査中（平成20年２月11日～）
５号機：第13回定期事業者検査中（平成24年１月25日～）
６号機：第10回定期事業者検査中（平成24年３月26日～）
７号機：第10回定期事業者検査中（平成23年８月23日～）

　放射線業務従事者は、法令により線量（放射線被ばく量）の限度が
５年間で100mSv以下で１年間では50mSv以下と定められています。
令和６年度の実績は以下のとおりでした。

③放射線業務従事者の放射線被ばく量管理

（年度）

（年度）

被ばく線量当量の推移

総線量

平均線量

4,794人

0.0mSv

2.0mSv

0.23人･Sv

従事者数

平均線量

最高線量

総 線 量

※平成15年度の線量増加は、主に原子炉再循環系配管の点検・補修に伴うものです。

16.00

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

0

・
人
（
量
線
総

Sv
）

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

量
線
均
平
の
者
事
従

（
mSv
）

16.00

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

0

・
人
（
量
線
総

Sv
）

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

量
線
均
平
の
者
事
従

（
mSv
）

0.27

0.1
R4

0.22

0.0
R5

0.23

0.0
R6

0.98 0.871.10
0.50.93

0.2 0.2

1.61

H21 H22 H23 H24 H25 H26
0.2
H27

0.1
H28

0.5 0.5

5.71

4.59

1.22
0.85

0.2
H29

0.2
H30

0.6

5.13

0.3
0.1
R1

0.37

0.1
R2

0.31

0.1
R3

S60 S61 S62 S63S59 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13
0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
0.03 0.270.20 0.27 0.28 0.56

1.67 1.35
1.98 2.27 2.57

5.41

4.08

5.43
4.90 4.64

5.40

8.19

0.4 0.3 0.4 0.4 0.4
0.7 0.5 0.7 0.7 0.7 0.7

1.1

H14

8.39

1.1

H15 H16 H17 H18 H19 H20

14.31

5.64

9.38

6.61
7.62

10.72

1.2 1.0

2.0

0.8
0.9 0.9

　令和６年度は、「原子炉等規制法」及び「電気事業法」に基づき国へ報告義務のあるトラブルは０
件、法律に該当しない極く軽度な事象は５件でした。（令和７年度は法律対象のトラブル及び法律に
該当しない極く軽度な事象は５件（令和８年２月末日現在））
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平均設備利用率＝ ×100（％）
各号機の（認可出力×暦時間）の合計
各号機の発電電力量の合計

1号機
2号機
3号機
4号機
5号機
6号機
7号機

号　機

合　計
平均設備
利用率

平　成
11年度
8,466
8,617
8,063
9,661
8,147
10,731
8,802
62,488
86.6

12年度

9,210
6,803
9,635
6,397
7,307
9,699
10,223
59,275
82.4

7,138
9,550
7,295
6,664
8,506
9,586
11,757
60,494
84.1

4,086
3,854
3,440
7,396
8,883
9,787
8,316
45,761
63.6

0
0
0

6,681
0

10,877
5,464
23,022
31.9

8,209
7,288
7,289
3,571
8,835
8,939
10,760
54,889
76.3

1,883
6,680
8,273
9,709
7,173
8,454
9,312
51,484
71.6

9,002
8,643
7,684
3,038
6,348
11,748
8,461
54,922
76.3

886
631
2,854
2,857

0
865
3,556
11,649
16.1

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

0
0
0
0
0

6,540
8,584
15,124
21.0 

7,956
0
0
0

3,263
9,223
9,323
29,764
41.4

3,421
0
0
0

7,995
12,035
4,617
28,067
38.9

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

24年度

1号機
2号機
3号機
4号機
5号機
6号機
7号機

号　機

合　計
平均設備
利用率

令和６年
度末累計
165,023
121,922
101,590
93,327
140,752
134,161
118,099
874,874

37.8

25年度
0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

26年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

27年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

28年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

29年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

30年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
元年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
２年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
３年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
４年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
５年度

0
0
0
0
0
0
0
0
0.0

令　和
６年度

平　成

（単位：100万kWh）

1号機
2号機
3号機
4号機
5号機
6号機
7号機

号　機

合　計
平均設備
利用率

昭　 和
60年度

平　成
元年度

5,134

5,134
99.7

61年度

7,021

7,021
72.9

7,978

7,978
82.6

8,125

8,125
84.3

7,519

7,519
78.0

6,057
4,648

9,381

20,086
84.0

8,721
7,224

7,441

23,386
80.7

8,184
7,852

7,268

23,304
80.6

7,191
9,128
6,139

7,588

30,046
85.7

7,335
7,618
7,617
3,878
9,506

35,954
80.4

7,915
8,066
8,259
8,742
7,878

40,860
84.6

8,837
7,163
9,636
8,389
8,249
4,719

46,993
88.8

7,153
9,636
8,361
7,856
7,350
9,855
8,885
59,096
85.7

7,595
8,522
7,044
8,489
9,636
11,104
10,040
62,429
86.8

62年度 63年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

〔柏崎刈羽原子力発電所の発電電力量の推移〕 　新潟県、柏崎市及び刈羽村は、安全協定に基づき、発電所の運転・保守管理、放射線管理及び放射
性廃棄物管理等について、状況を確認しています。

①運転状況

２－（4）２－（4）　令和６年度の運転保守状況　令和６年度の運転保守状況

　令和６年度は、全号機定期事業者検査中でした。

②トラブルの状況

１号機：第16回定期事業者検査中（平成23年８月６日～）
２号機：第12回定期事業者検査中（平成19年２月19日～）
３号機：第10回定期事業者検査中（平成19年９月19日～）
４号機：第10回定期事業者検査中（平成20年２月11日～）
５号機：第13回定期事業者検査中（平成24年１月25日～）
６号機：第10回定期事業者検査中（平成24年３月26日～）
７号機：第10回定期事業者検査中（平成23年８月23日～）

　放射線業務従事者は、法令により線量（放射線被ばく量）の限度が
５年間で100mSv以下で１年間では50mSv以下と定められています。
令和６年度の実績は以下のとおりでした。

③放射線業務従事者の放射線被ばく量管理

（年度）

（年度）

被ばく線量当量の推移

総線量

平均線量

4,794人

0.0mSv

2.0mSv

0.23人･Sv

従事者数

平均線量

最高線量

総 線 量

※平成15年度の線量増加は、主に原子炉再循環系配管の点検・補修に伴うものです。
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0.98 0.871.10
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S60 S61 S62 S63S59 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13
0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
0.03 0.270.20 0.27 0.28 0.56

1.67 1.35
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14.31
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0.9 0.9

　令和６年度は、「原子炉等規制法」及び「電気事業法」に基づき国へ報告義務のあるトラブルは０
件、法律に該当しない極く軽度な事象は５件でした。（令和７年度は法律対象のトラブル及び法律に
該当しない極く軽度な事象は５件（令和８年２月末日現在））
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